
　平成２１年度における北杜市人事行政の運営等の状況について

１　任用等について

（１）職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

［ ］ ［ ］ ［ ］

（注） 1 職員数は一般職に属する職員数である。
2 ［　　　］内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員数の状況 （各年４月１日現在）
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（３）採用及び退職の状況　　　（平成21年度）
①採用の状況

②採用試験の状況

一次試験日２次試験日

③退職の状況

（注）「その他」には、死亡、任期満了などが含まれます。
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（４）定員適正化計画の数値目標及び進捗率

①　定員適正化目標（数・率）

△65人

②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標
平成１８年度～２２年度までの５ヶ年で全部門（一般行政、

特別行政、公営企業等）において６５人（削減率７．４％）の
減員を図り、職員数を８１１人とする。

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年４月１日現在）
（参考）

計画前年１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 数値目標
減員
増員
差引
職員数

（注） 1 計画期間は、18年～22年の５年間である。
2 （　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

（参考） （各年４月１日現在）
減員
増員
差引 (333.3%)
職員数
減員
増員
差引 (-75.0%)
職員数
減員
増員
差引 (140.0%)
職員数

２　給与について

（１）人件費の状況（普通会計決算）

22.3.31 千円 千円 千円 ％ ％
年度

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

一人当たり （参考）

期末・勤勉手当 給　与　費
（Ｂ／Ａ）

人 千円 千円 千円 千円 千円
年度

（注） 1 職員手当には退職手当を含まない。 2 職員数は当初予算に計上された数である。
3 給与費は当初予算に計上された額である。
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（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）

（４）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

（５）職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）

（注）

（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在）

（注） 1 北杜市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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（８）職員手当の状況

①期末勤勉手当の状況 ②退職手当の状況　　　　（平成２１年４月１日現在）

１人当たり平均支給額（21年度） （支給率） 自己都合 勧奨・定年

千円 勤続２０年 月分 月分

（ 年度支給割合） 勤続２５年 月分 月分

期末手当 勤勉手当 勤続３５年 月分 月分

月分 月分 最高限度額 月分 月分

月分 月分 その他の加算措置 定年前早期退職2～20%

（加算措置の状況） １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）

・役職加算 ５～15％

・管理職加算 措置なし

（注） （　　）内は、再任用職員に
係る支給割合である。

③特殊勤務手当　　　（平成２１年４月１日現在）

支給実績（21年度決算） 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） ％
手当の種類（手当数）

④時間外勤務手当

千円
千円
千円
千円

（注） 支給額は、病院職員を含んだ額である。

教職員

建設部門職員

21

289
87,927

360職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

59.2859.28

1日200円

夜間介護
エックス線他被爆のおそれのある作業 日額250円

1日3200円～900円

日額250円

1時間あたり600円

連絡調整、助言
引率、クラブ活動の従事

日額250円

2.75

手当の名称

福祉・環境部門職員

1,347

(1.5) (0.70)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.4

危険現場業務手当

医師診療実験従事手当
特殊自動車運転作業手当

教育業務連絡指導手当

学校兼務手当

47.50

23.50

59.28

死亡人の処置

全職種

666,186

区分

主な支給対象職員 主な支給対象業務

福祉部門職員他
滞納整理手当

支給実績（21年度決算）

本務高以外の兼職
救急患者の対応

緊急業務手当

へき地巡回車等の運転

水道補修

市立病院職員

放射線取扱手当 市立病院職員

生活環境部門職員
市立病院職員

感染症の予防・患者の診察等

87,613

教員特殊業務手当

支給実績（20年度決算）

拘束手当

行路死亡人及び変死人処理手当

防疫等作業手当

保健衛生及び社会福祉業務従事手当

夜間看護手当

用地交渉業務手当

診療他 月額400000円～100000円医師

1回800円・500円
1回500円（夜間は700円）

夜間勤務 1回7800円～2000円

建設部門職員

教職員

市立病院職員

教職員

市立病院職員

夜間介護手当 老人保健施設職員

税務部門職員他

1回4400円

18.0

95,265

左記職員に対する支給単価

徴収額の1000分の5の範囲内

1回500円（夜間は700円）

市税の徴収

41.34

1,140

33.50

25,255

30.55

日額500円～1500円

1回3000円
野犬保護・精神病患者の護送

退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職
した全職種に係る職員に支給された平均額である。

用地交渉他 1回500円（夜間は700円）
高所・深所監督及び検査



⑤その他の手当（平成２１年４月１日現在）

配偶者 円
配偶者が扶養親族の場合 円
配偶者が扶養親族でない場合 円
配偶者がいない場合 円 千円 円

２人目 円
３人目以上 円

16歳から22歳までの子１人につき 円
持家

借家 支給限度額 円 千円 円
持家 円 円

（２）その他

円

交通機関利用者 支給限度額 円
～ 千円 円
円

部長、支所長 ７級３種 円
６級３種 円

課長 ６級５種 円
５級５種 円
４級５種 円

院長 ５級１種 円
副院長 ４級２種 円

３級２種 円 千円 円
医長 ３級６種 円

２級６種 円
総看護師長 ５級５種 円
看護師長 ５級６種 円

４級６種 円
校長 ４級２種 円
教頭 ３級４種 円

（８）特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

市長 円
副市長 円
議長 円
副議長 円
議員 円
市長 （２１年度支給割合）
副市長 月
議長 （２１年度支給割合）
副議長 月
議員

（算定方式）
市長 給料月額×在職月数×０．４２
副市長 給料月額×在職月数×０．２５

（支給時期） 在任期間ごと
（注） 市長、副市長の給料月額は、５％削減し、市長760,000円、副市長598,500円を支給している。

330,000

51,200
66,300

300,000
280,000

給料月額等区分
800,000
630,000

28,600

1,000

11,000

異

5,000

456,214

39,500

37,000

－

60,676

39,700

105,400

41,100

同

扶養手当

交通用具利用者

内容及び支給単価

退職手当

31,600

管理職
手当

報酬

給料

79,800

41,600

3.05
期末手当

4.1

－

62,000

74,500

58,200

24,500

4,000
27,000

6,500

2,000
55,000

通勤手当
通勤距離に応じ

１
人
目

国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

2,500

48,608
住居手当

13,000

配
偶
者
以
外

区分

－

支給実績

6,500
6,500

6,500

同 248,75884,578

（21年度決算）

支給職員１人当た
り平均支給年額

（21年度決算）

（１）新築・購
入５年間 139,678

68,33747,357

－

28,200



３　勤務時間等について

（１）勤務時間の状況　　　（平成２１年４月１日現在）

（２）一般職員の年次有給休暇の使用状況　　　（各年１月１日～１２月３１日）

（３）育児休業及び部分休業の取得状況　　　（平成２１年度）

（注）　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「うち両休業取得者数」の欄の上段には平成２１年度
　　　新たに育児休業（部分休業）を取得した者、下段には育児休業（部分休業）の期間が平成２１年度から
　　　２１年度にかけて引き続いている者の数。

（４）介護休暇の取得状況　　　（平成２１年度）

平成２１年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員

うち育児休
業

取得者数
うち両休業
取得者数

0

11 11 0

（育児休業
対象者数）

0

うち両休
業

取得者数

0

0

11 11 0 0

0 0

部分休業
取得者数

0

計

11
19
11
19

９．８日 ９．６日

女性職員

育児休業
取得者数

男性職員
0
0

0
0

午後0時００分～午後１時００分

休憩時間

平成２０年　平均使用日数

１週間の
勤務時間

４０時間 午前8時30分 午後5時30分

開始時刻 終了時刻

平成２１年　平均使用日数

うち部分休
業

取得者数

0 0

0
0 1

0 1
0

女性職員

計

介護休暇取得者数

0

0

0

男性職員



４　分限及び懲戒について

（１）処分事由別分限処分者数　　　（平成２１年度）

（注） １　対象職員は、一般職に属するすべての職員である。

２　法とは地方公務員法をいう。

（２）処分事由別懲戒処分者数　　　（平成２１年度）

（注）　地方公務員法以外の処分として訓告等の処分がある。

５　服務について

（１）服務規律の遵守に関する取組

（２）営利企業等の従事許可の状況

平成２1年度 平成２０年度

3 2

厳正な服務規律の確保、公平・公正な職務執行、市民サービスの向
上、公務能率の向上、飲酒運転の根絶

伝達及びグループウェアへの掲載

「職員倫理マニュアル」の制定により、公務員倫理の保持の徹底と不
祥事の防止

伝達及びグループウェアへの掲載

0人 0人

訓告等

0人

0人

0人

0人

0人 0人

0人

合　　　　計 0人 0人 0人

法第28条第4項により失職した者

失職

0人

取　組　内　容 職員への周知方法

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
（法第29条第1項第3号）

0人 0人 0人

0人 0人

職務上の義務違反又は怠慢
（法第29条第1項第2号）

0人 0人 0人 0人

法令違反
（法第29条第1項第1号）

0人 0人 0人

区　　　　分 戒告 減給 停職 免職 合計

職制等の改廃等により過員等を生じた場合
（法第28条第1項第4号）

0人 0人 0人

0人 0人 0人
勤務実績が良くない場合
（法第28条第1項第1号）

心身の故障の場合
（法第28条第1項第2号、第2項第1号）

職に必要な適格性を欠く場合
（法第28条第1項第3号）

0人

0人 0人 1人

0人 0人 0人

区　　　　分 降任 免職 休職

刑事事件に関し起訴された場合
（法第28条第2項第2号

0人 0人 0人

0人 0人

降給 合計

0人

0人

0人

0人

0人 0人

合　　　　計 0人 0人 1人 0人 0人

条例に定める事由による場合
（法第27条第2項）

0人



６　研修について

（１）研修実績　　　（平成２１年度）

７　勤務成績の評定の状況について

　勤務成績の評定については、全職員を良好である職員として評定している。

　また、職員の能力、実績、目標管理の評価を行う、新たな人事評価制度の導入に向けた準備を進めている

８　福祉及び利益の保護について

（１）健康管理に関する取組状況　　　（平成２１年度）

（２）健康診断の実施状況　　　（平成２１年度）

区　　　　分 目　　　　的

問診、血圧、視力、聴力、尿検査、脂質、肝機能、
代謝系、血液一般、心電図、胸部X線等

職員安全衛生委員会

計

検診項目

646人

受講者数

268人

117人

366人

280人

80.9%

30人

受診率受診者数対象者数

799人

4人

205人

事業名

健康診断

定期健康診断

項　　目

職員の労働安全衛生の推進並びに健康障害の未然防止を図る。

専門職員（看護師）による相談　毎週４日（月、火、木、金曜日）午後２時～７時

人間ドック

看護師健康相談

階層研修
（必修研修）

階層又は年齢で区分された者に、公務員としてのあり方や姿
勢、意識改革など、公務員としての自覚を促す。

出張（受託）研修や指導者養成研修により、職場研修及び職員
の能力開発活動を支援し、組織の活性化と職員の能力の向上
を図る。

各種業務の専門的能力の向上を図る。

組織及び職場、職員が求める基礎的な能力の向上を図る。

支援研修
（選択研修）

能力開発研修
（選択研修）

基礎研修

職場研修

専門研修

研究活動

職場巡視

メンタルヘルス対策

概　　　　要

職員の健康と安全を確保するため、毎年度健康診断を実施

地域、組織、職員等で実施される自主研究や地域課題研究を支
援し、地域等の課題解決と職員の政策形成能力の向上を図る。



（３）互助会等が実施した福利厚生事業の状況　　　（平成２１年度）

①互助会等の名称

．北杜市職員福利厚生会　　　・しおかわ互助会　　　・甲陽病院自治会

②互助会等会員数

８３３人

③公費負担の状況　　　（平成２１年度決算） 単位：千円

９　公平委員会の業務の状況について
（１）勤務条件に関す措置の要求の状況
　 なし

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況
なし

合計 会費総額

　地方公務員法に基づき職員の福利厚生事業を行うため、福利厚生会を組織している。福利厚生会で
は、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事業を行っており、職員が毎月支払う会費と市からの
負担金で運営している。

事業内容

人間ドック助成

会員一人当たりの
公費の補助金額

2,575 0 2,575 10,730 3,091円

首長部局公営企業


